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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第３期
第２四半期
連結累計期間

第４期
第２四半期
連結累計期間

第３期

会計期間
自 平成24年３月１日
至 平成24年８月31日

自 平成25年３月１日
至 平成25年８月31日

自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日

売上高 (千円) 7,410,115 5,728,945 12,651,914

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 491,285 △31,259 519,836

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) 456,972 △27,188 476,174

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 457,005 △32,845 476,945

純資産額 (千円) 3,016,337 2,982,265 3,036,277

総資産額 (千円) 5,268,178 8,021,382 5,146,474

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は四半期純
損失金額(△)

(円) 30.43 △1.81 31.71

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.3 37.2 59.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 688,099 159,046 403,483

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 48,181 △458,331 35,144

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △20,929 1,384,254 15,853

現金及び現金同等物の四
半期末(期末)残高

(千円) 1,868,388 2,692,487 1,607,518

　

回次
第３期
第２四半期
連結会計期間

第４期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年６月１日
至 平成24年８月31日

自 平成25年６月１日
至 平成25年８月31日

１株当たり四半期
純利益金額又は四半期純
損失金額(△)

(円) 10.71 △5.15

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載を

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　

　　　(音響・照明設備工事事業)

　当第２四半期連結会計期間において、平成25年６月３日付で株式を取得した有限会社マネジメント

リサーチおよび同社の子会社である株式会社システムエンジニアリングを連結の範囲に含めておりま

す。

　　

　この結果、当社グループは、当社および子会社８社により構成されることとなりました。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成25年９月２日開催の取締役会決議に基づき、平成25年９月17日付で不動産売買契約を締結

し、平成25年９月30日に賃貸用不動産を取得いたしました。　　　　

詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　(重要な後発事象)」をご参照くだ

さい。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間(平成25年３月１日～平成25年８月31日)におけるわが国経済は、政府に

よる経済対策や金融政策への期待感から円安、株価の回復となり、企業収益が改善し、緩やかながら

景気回復へと向かっております。一方で、消費税増税、原油、電気料金等の上昇など景気下振れリス

クにより、依然として、先行き不透明な状況が続いております。

　当社グループの主要顧客である飲食・アミューズメント業界におきましては、お客様の低価格、節

約志向は続いており、業界を取り巻く環境は厳しいものとなりました。

　このような状況のもと、当社グループ(当社および連結子会社)におきましては、前年同期に比べ顧

客の設備投資抑制、経費抑制により売上高は伸び悩み、低採算、赤字工事の発生などにより営業利益

は減少いたしました。

　また、当社グループは、スピードアップ「 マッハ go!go!go! 」をスローガンに掲げ、全社一丸と

なって各施策の実行を更にスピードを上げて取り組んでまいりました。平成25年６月３日に有限会社

マネジメントリサーチおよびその子会社の株式会社システムエンジニアリングを子会社化し、当第２

四半期より連結決算に組み入れております。

　音響・照明設備工事を手掛ける株式会社システムエンジニアリングにおきましては、例年、第２四

半期は売上高、営業利益が低下する傾向にあるため、当第２四半期では営業損失となっております

が、通期においては、営業利益127百万円を確保する見込みです。また、今後の景気回復、オリンピッ

ク需要等により同社が手掛けるコンサートホール、ホテル、大学等の音響・照明設備工事等の受注は

増加するものと思われ、当社グループの業績に大きく貢献するものと見込んでおります。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は5,728百万円(前年同四半期比22.7％減)、営業利益

1百万円(前年同四半期比99.7％減)、経常損失31百万円(前年同四半期は491百万円の利益)、四半期純

損失27百万円(前年同四半期は456百万円の利益)となりました。

　

 セグメントの業績は次のとおりであります。

　

（内装工事事業）

　主力事業である内装工事事業におきましては、子会社の株式会社日商インターライフが展開してお

り、強みであり特徴でもある職人力を生かした床・壁クロス、軽鉄・ボード工事など、内装の基礎(下

地)となる工事をする専業工事部門と元請けとして飲食業界、物販(アパレル等)業界、パチンコ・ア

ミューズメント業界の店舗企画・設計施工をする総合工事部門により構成されております。

 内装工事事業の売上高は2,312百万円(前年同四半期比34.1％減)となりました。
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　専業工事業務におきましては、店舗の新規出店・改装等の案件の減少により売上高は伸び悩み、加え

て大型案件が手直し工事の発生等により赤字工事となり、売上総利益、営業利益は前年同四半期を下回

りました。

　この結果、専業工事業務の売上高は897百万円(前年同四半期比28.8％減)となりました。

　総合工事業務におきましては、顧客の出店費用の圧縮により受注単価が減少するとともに、外注加工

費の上昇等による原価増となり、売上総利益、営業利益は前年同四半期を下回りました。

　この結果、総合工事業務の売上高は1,414百万円(前年同四半期比37.1％減)となりました。

　

（情報通信事業）

　情報通信事業におきましては、子会社の株式会社エヌ・アイ・エル・テレコムが展開しております。

　第１四半期は、スマートフォン等の販売が堅調に推移しましたが、一転、第２四半期にはキャリアの

戦略転換が奏功せず、新機種発売前の買い控え等により販売数が減少し、売上高は前年同四半期を下回

りました。

　この結果、情報通信事業の売上高は1,017百万円(前年同四半期比10.0％減)となりました。

　

（清掃・メンテナンス事業）

　清掃・メンテナンス事業におきましては、子会社のファシリティーマネジメント株式会社が展開して

おります。

　空調セル交換洗浄業務の受注が拡大するとともに、空調更新工事、中規模修繕を受注することができ

ましたが、原価の増加等により売上総利益は減少しました。また、２店舗となったコンビニエンス事業

は徐々に利益を改善してきております。

　この結果、清掃・メンテナンス事業の売上高は1,173百万円(前年同四半期比17.0％減)となりました。

　

（人材派遣事業）

　人材派遣事業におきましては、子会社のディーナネットワーク株式会社が展開しております。

　得意先の営業店舗の減少などにより派遣数は伸び悩みましたが、店舗の覆面調査、ホール研修などの

研修コンサルティング業務の受注が増加しました。

　この結果、人材派遣事業の売上高は749百万円(前年同四半期比10.9％減)となりました。

　

（広告代理事業）

　広告代理事業におきましては、子会社のアーク・フロント株式会社が展開しております。

　得意先の広告露出物・量の減少傾向は続いておりますが、リニューアル店舗のオープン広告の受注、

デザイン等の内製化による原価低減を進めるとともに、景品等の企画提案などを実施して広告以外の売

上拡大に取り組みました。

　この結果、広告代理事業の売上高は200百万円(前年同四半期比59.0％減)となりました。

　

 (音響・照明設備工事事業)

 音響・照明設備工事事業におきましては、当第２四半期より子会社となりました株式会社システムエ

ンジニアリングが展開しております。

　得意先の大手ゼネコンを中心に受注は堅調に推移しておりますが、例年３月までの完工が多く４月か

ら７月までは反動により案件の完工が減少する時期であるため、売上高、営業利益は低調に推移しまし

た。

　この結果、音響・照明設備工事事業の売上高は247百万円となりました。

　

（不動産事業）

EDINET提出書類

インターライフホールディングス株式会社(E24512)

四半期報告書

 5/29



　不動産事業におきましては、保有する不動産からの安定した賃貸収入および不動産業務委託にかかる

収入により堅調に推移しております。

　この結果、不動産事業の売上高は27百万円(前年同四半期比7.9％増)となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度

に比べて1,084百万円増加し、2,692百万円となりました。

 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであ

ります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果獲得した資金は159百万円(前年同四半期は688百万円の獲得)となりました。

 これは、売上債権の減少額844百万円などの増加要因と仕入債務の減少額300百万円および法人税等の

支払額320百万円などの減少要因を反映した結果であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は458百万円(前年同四半期は48百万円の獲得)となりました。

 これは主に、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得が160百万円および子会社株式の取得が316百万

円あったことなどによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果獲得した資金は1,384百万円(前年同四半期は20百万円の使用)となりました。

 これは主に、長期借入れによる収入が純額で1,477百万円あった一方、配当金の支払額が29百万円およ

び少数株主への配当金の支払額が4百万円あったことなどによるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありませ

ん。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

(5) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社および提出会社の従業員数の著しい増減はありませ

ん。

　

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

　

(7) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動および主要な設備の前連結会計年度末

における計画の著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 61,120,000

計 61,120,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年10月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,015,129 15,015,129
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数100株

計 15,015,129 15,015,129 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年６月１日～
平成25年８月31日

― 15,015 ― 2,500,000 ― 31,730
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成25年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ピーアークホールディングス
株式会社

東京都中央区銀座６丁目13番16号 4,700.0 31.30

セガサミーホールディングス
株式会社

東京都港区東新橋１丁目９番２号 3,014.4 20.07

天井 次夫 東京都荒川区 352.3 2.34

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 307.1 2.04

インターライフホールディング
ス取引先持株会

東京都北区田端新町２丁目４番７号 277.3 1.84

市岡 悦子 大阪府柏原市 172.4 1.14

田津 和子 福岡県北九州市 157.0 1.04

天井 全兄 東京都荒川区 117.5 0.78

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 100.4 0.66

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川４丁目12番３号 95.6 0.63

計 ― 9,294.0 61.89

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
　 　 　 平成25年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,014,700
150,147 ―

単元未満株式
普通株式

429
― ―

発行済株式総数 15,015,129 ― ―

総株主の議決権 ― 150,147 ―

（注）単元未満株式には当社所有の自己株式79株が含まれております。　

　

② 【自己株式等】
　 　 平成25年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載

しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年６月１

日から平成25年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年３月１日から平成25年８月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年８月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,616,012 2,748,707

受取手形・完成工事未収入金等 1,379,946
※3 1,707,791

たな卸資産
※2 114,418 ※2 65,001

未成工事支出金 376,708 567,106

その他 162,583 207,858

貸倒引当金 △45,187 △35,579

流動資産合計 3,604,483 5,260,886

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 887,864 1,239,349

減価償却累計額 △586,424 △756,071

建物・構築物（純額） 301,439 483,278

機械・運搬具 20,867 36,788

減価償却累計額 △20,605 △35,837

機械・運搬具（純額） 262 951

土地 597,775 825,026

その他 131,871 155,344

減価償却累計額 △85,590 △95,575

その他（純額） 46,280 59,769

有形固定資産合計 945,757 1,369,025

無形固定資産

のれん 100,383 782,283

その他 217,835 236,433

無形固定資産合計 318,218 1,018,717

投資その他の資産

投資有価証券 104,079 118,833

破産更生債権等 29,042 9,934

その他 211,148 293,509

貸倒引当金 △78,536 △59,428

投資その他の資産合計 265,734 362,849

固定資産合計 1,529,711 2,750,592

繰延資産 12,279 9,902

資産合計 5,146,474 8,021,382
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 896,583 1,269,527

短期借入金 421,000 720,998

1年内返済予定の長期借入金 34,320
※1 258,772

1年内償還予定の社債 16,000 16,000

未払法人税等 40,670 21,731

未成工事受入金 17,131 301,394

賞与引当金 69,741 74,821

完成工事補償引当金 3,984 2,589

その他 259,145 354,104

流動負債合計 1,758,575 3,019,939

固定負債

社債 34,000 26,000

長期借入金 154,200
※1 1,631,828

退職給付引当金 63,160 69,682

役員退職慰労引当金 30,151 33,598

長期未払金 － 170,000

その他 70,109 88,068

固定負債合計 351,620 2,019,177

負債合計 2,110,196 5,039,116

純資産の部

株主資本

資本金 2,500,000 2,500,000

資本剰余金 219,221 219,221

利益剰余金 316,275 259,056

自己株式 △9 △9

株主資本合計 3,035,487 2,978,268

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 789 3,997

その他の包括利益累計額合計 789 3,997

純資産合計 3,036,277 2,982,265

負債純資産合計 5,146,474 8,021,382
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年８月31日)

売上高 7,410,115 5,728,945

売上原価 6,048,724 4,755,344

売上総利益 1,361,391 973,601

販売費及び一般管理費
※ 864,151 ※ 971,993

営業利益 497,239 1,607

営業外収益

受取利息 399 795

受取配当金 41 133

受取賃貸料 － 3,310

役員退職慰労引当金戻入額 4,723 －

助成金収入 － 1,000

保険解約返戻金 － 6,507

その他 2,541 3,928

営業外収益合計 7,706 15,675

営業外費用

支払利息 11,889 12,548

シンジケートローン手数料 － 34,463

その他 1,771 1,530

営業外費用合計 13,660 48,542

経常利益又は経常損失（△） 491,285 △31,259

特別利益

固定資産売却益 2,768 1,572

特別利益合計 2,768 1,572

特別損失

固定資産除却損 859 355

店舗閉鎖損失 5,268 －

特別損失合計 6,128 355

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

487,925 △30,042

法人税、住民税及び事業税 54,936 1,319

法人税等調整額 △23,983 4,690

法人税等合計 30,952 6,009

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

456,972 △36,052

少数株主損失（△） － △8,863

四半期純利益又は四半期純損失（△） 456,972 △27,188
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

456,972 △36,052

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 32 3,207

その他の包括利益合計 32 3,207

四半期包括利益 457,005 △32,845

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 457,005 △23,981

少数株主に係る四半期包括利益 － △8,863
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

487,925 △30,042

減価償却費 27,688 31,675

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,443 △2,630

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19,403 △161,857

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,473 5,080

のれん償却額 8,399 22,524

貸倒引当金の増減額（△は減少） △29,725 △34,616

受取利息及び受取配当金 △441 △929

支払利息 11,889 12,548

固定資産売却損益（△は益） △2,768 △1,572

固定資産除却損 859 355

売上債権の増減額（△は増加） △135,539 844,004

たな卸資産の増減額（△は増加） 184,524 △107,942

仕入債務の増減額（△は減少） 166,662 △300,984

未払金の増減額（△は減少） 28,316 52,956

その他 53,440 113,321

小計 800,744 441,890

利息及び配当金の受取額 214 697

利息の支払額 △12,463 △10,301

法人税等の支払額 △100,397 △320,169

法人税等の還付額 － 46,930

営業活動によるキャッシュ・フロー 688,099 159,046

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,700 △5,632

有形固定資産の売却による収入 3,386 1,901

投資有価証券の取得による支出 △309 △324

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △160,464

子会社株式の取得による支出 － △316,808

貸付けによる支出 △50 －

貸付金の回収による収入 405 1,300

定期預金の預入による支出 △5,300 △8,295

定期預金の払戻による収入 101,508 11,995

敷金及び保証金の差入による支出 △33,680 △26,015

敷金及び保証金の回収による収入 250 326

保険積立金の解約による収入 － 48,196

その他 △11,327 △4,510

投資活動によるキャッシュ・フロー 48,181 △458,331
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年８月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,275,000 1,856,000

短期借入金の返済による支出 △1,278,000 △1,906,830

長期借入れによる収入 － 1,522,000

長期借入金の返済による支出 △17,160 △44,300

社債の償還による支出 － △8,000

配当金の支払額 － △29,409

少数株主への配当金の支払額 － △4,471

その他 △769 △734

財務活動によるキャッシュ・フロー △20,929 1,384,254

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 715,351 1,084,969

現金及び現金同等物の期首残高 1,153,036 1,607,518

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 1,868,388 ※ 2,692,487
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。　

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　当第２四半期連結会計期間において、平成25年６月３日付で株式を取得した有限会社マネジメントリ

サーチ及び同社の子会社である株式会社システムエンジニアリングを連結の範囲に含めております。な

お、有限会社マネジメントリサーチは平成25年６月１日、株式会社システムエンジニアリングは平成25

年４月21日をそれぞれみなし取得日としたため、当第２四半期連結会計期間より四半期損益計算書及び

四半期キャッシュ・フローを連結しております。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　財務制限条項

　当社が株式会社りそな銀行と平成25年３月13日に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高270,000

千円には下記の財務制限条項が付されており、これらに抵触した場合には、債務の期限の利益を喪失

する可能性があります。

①　各事業年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を2,720,000千

円以下としないこと。

②　各事業年度の決算期の末日における連結の損益計算書における営業損益及び経常損益を２期連続

で損失としないこと。

③　各事業年度の決算期の末日における連結のＥＢＩＴＤＡを２期連続で100,000千円以下としない

こと。なお、ここでいうＥＢＩＴＤＡとは、営業利益、受取利息配当金、減価償却費及びのれん償

却額の合計金額をいう。

　

　当社が株式会社りそな銀行をエージェントとする平成25年６月28日に締結したシンジケートローン

契約による長期借入金残高1,222,000千円(うち、1年内返済予定の長期借入金94,000千円)には下記の

財務制限条項が付されており、これらに抵触した場合には、債務の期限の利益を喪失する可能性があ

ります。

①　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比75％以

上に維持する。

②　各年度の決算期の末日における連結の損益計算書に示される当期経常損益が２期連続して損失と

ならないようにする。
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③　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上のネット有利子負債総額を、当該事業年度に

おける連結の損益計算書及び株主資本等変動計算書における修正損益額で除した値を10以下に維持

する。なお、ネット有利子負債総額及び修正損益額とは、以下の計算式にて算出される数値をい

う。

※ネット有利子負債総額＝ 有利子負債(短期借入金＋コマーシャル・ペーパー＋１年以内返
済予定長期借入金＋１年以内償還予定普通社債＋同新株予約権付
社債(転換社債及び新株引受権付社債を含む。)＋長期借入金＋普
通社債＋新株予約権付社債(転換社債及び新株引受権付社債を含
む。)＋割引手形－現預金

※修正損益額　　　　　＝ 税引前当期純利益＋減価償却費＋特別損失－剰余金の配当－法人
税等－特別利益

 

※２ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年８月31日)

商品 98,990千円 50,633千円

仕掛品 10,771千円 9,031千円

貯蔵品 4,656千円 5,336千円

　

　※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年８月31日)

受取手形 ―千円 106,340千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
至 平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
至 平成25年８月31日)

従業員給料及び手当 304,973千円 339,395千円

賞与引当金繰入額 55,732千円 49,685千円

退職給付費用 21,324千円 20,907千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,520千円 11,972千円

貸倒引当金繰入額 2,525千円 △18,827千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
至 平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
至 平成25年８月31日)

現金預金勘定 1,875,782千円 2,748,707千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△7,394千円 △56,219千円

現金及び現金同等物 1,868,388千円 2,692,487千円

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成24年３月１日 至 平成24年８月31日)

   配当に関する事項

 該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成25年３月１日 至 平成25年８月31日)

　

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月11日
臨時取締役会

普通株式 30,030 2.00 平成25年２月28日 平成25年５月15日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成24年３月１日 至 平成24年８月31日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント 　

合計内装工事
事業

情報通信
事業

清掃・メ
ンテナン
ス事業

人材派遣
事業

広告代理
事業

不動産
賃貸事業

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 3,508,685 1,131,568 1,413,705 840,839 490,116 25,200 7,410,115

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

93,853 ― 71,226 76,415 8,455 ― 249,951

計 3,602,538 1,131,568 1,484,932 917,255 498,572 25,200 7,660,066

セグメント利益 185,175 30,349 198,234 40,612 59,497 22,389 536,258

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 536,258

セグメント間取引消去 △95,391

のれんの償却額 △7,324

全社収益（注）１ 181,638

全社費用（注）２ △117,942

四半期連結損益計算書の営業利益 497,239

(注) １．全社収益は、主にグループ会社からの経営指導料等であります。

２．全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成25年３月１日 至 平成25年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント 　 　

合計内装工事
事業

情報通信
事業

清掃・メ
ンテナン
ス事業

人材派遣
事業

広告代理
事業

音響・照明
設備工事事
業

不動産
事業

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売
上高

2,312,269 1,017,897 1,173,468 749,604 200,747 247,759 27,200 5,728,945

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

52,481 ― 60,500 46,613 7,593 ― ― 167,189

計 2,364,750 1,017,897 1,233,969 796,217 208,341 247,759 27,200 5,896,135

セグメント利益又
は損失(△)

16,939 34,132 77,078 12,194 16,819 △64,632 24,401 116,932

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 116,932

セグメント間取引消去 △333,467

のれんの償却額 △21,450

全社収益(注)１ 381,153

全社費用(注)２ △141,561

四半期連結損益計算書の営業利益 1,607

(注) １．全社収益は、主にグループ会社からの経営指導料等であります。

２．全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの資産に関する情報

　当第２四半期連結会計期間において、新たに株式を取得した有限会社マネジメントリサーチおよび

その子会社株式会社システムエンジニアリングを連結の範囲に含めております。これにより、前連結

会計年度の末日に比べ、当第２四半期連結会計期間の報告セグメントの資産の金額は「音響・照明設

備工事事業」セグメントにおいて2,440,883千円増加しております。
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４．報告セグメントの変更等に関する事項

　当第２四半期連結会計期間において、有限会社マネジメントリサーチおよび株式会社システムエン

ジニアリングを子会社化したことに伴い、「内装工事事業」、「情報通信事業」、「清掃・メンテナ

ンス事業」、「人材派遣事業」、「広告宣伝事業」、「不動産事業」の報告セグメントに、「音響・

照明設備工事事業」を加えております。

　なお、従来「不動産賃貸事業」としているセグメントについては、当第２四半期連結会計期間より

「不動産事業」へと名称変更しております。

　

５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　平成25年６月３日付で有限会社マネジメントリサーチの株式取得を行い、新たに連結子会社とした

ことにより「音響・照明設備工事事業」セグメントにおいて690,299千円増加しております。　

　

(金融商品関係)

前連結会計年度末(平成25年２月28日)

　
　 　 　 　 (単位：千円)

科目 連結貸借対照表計上額 時価 差額 時価の算定方法

長期借入金 188,520 191,390 2,870 (注)１

(注) １．長期借入金の時価の算定方法

元利金の合計額を、新規に同様の借り入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定

しております。なお、長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

　

　

当第２四半期連結会計期間末(平成25年８月31日)

長期借入金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められます。

　
　 　 　 　 (単位：千円)

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

長期借入金 1,890,600 1,889,921 △678 (注)１

(注) １．長期借入金の時価の算定方法

元利金の合計額を、新規に同様の借り入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定

しております。なお、長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。　

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

　（取得による企業結合）

　　１　企業の概要

　　（１）被取得企業の名称及び事業の内容

　　　　　被取得企業の名称　　　　有限会社マネジメントリサーチ

　　　　　事業の内容　　　　　　　各種株式の保有、管理、運用

　　（２）企業結合を行った主な理由

　当社は、有限会社マネジメントリサーチの株式を取得し、株式会社システムエンジニアリング

を孫会社としてグループ化することにより、グループの得意先店舗の音響設備ニーズにも応えら

れるトータルサポート体制の充実と売上・利益の確保を目的に取得するものであります。

　　（３）企業結合日　　　　　　　平成25年6月３日

　　（４）企業結合の法的形式　　　現金を対価とする株式取得

　　（５）結合後企業の名称　　　　有限会社マネジメントリサーチ

　　（６）取得した議決権比率　　　100％

　　（７）取得企業を決定するに至った主な理由

 有限会社マネジメントリサーチは、株式会社システムエンジニアリングの創業者の資産管理会

社として、株式会社システムエンジニアリングの発行済み株式の70.69％を所有しているためであ

ります。

　

　　２　四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　　　平成25年６月１日から平成25年８月３１日まで

　

　　３　被取得企業の取得原価及びその内容

取得の対価 700,000千円

アドバイザリー費用等 31,800千円

取得原価 731,800千円

　

　　４　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額 565,006千円

　　（２）発生した原因

 取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額を

のれんとして計上しております。　

（３）償却方法及び償却期間 10年間にわたる均等償却
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　（共通支配下の取引等）　

　　１　取引の概要

　　（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容　

　　　　　結合当事企業の名称　　　株式会社システムエンジニアリング　

事業の内容　　　　　　　劇場、文化ホール等の公共施設の特殊音響設備、映像設備、

　　　　　　　　　　　　　　　　　舞台設備の企画設計、施工の管理保守

　　（２）企業結合日　　　　　　　平成25年８月21日

　　（３）企業結合の法的形式　　　少数株主からの株式買取による完全子会社化

　　（４）結合後の企業の名称　　　株式会社システムエンジニアリング

　　（５）その他取引の概要に関する事項

当社は、株式会社システムエンジニアリングの株式の70.69％を所有し、連結子会社としており

ますが、少数株主からの株式買取により当社が株式会社システムエンジニアリングを完全子会社と

することで、音響・照明設備工事事業のより効率的な運営体制を確立し、同事業の強化を図ってま

いります。　　　　　

　

　　２　実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日)及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日)

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

　　３　子会社株式の追加取得に関する事項

　　（１）取得原価及びその内容　　

　　　　　取得の対価　　　　　　　316,808千円

　　（２）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　　　　　①発生したのれんの金額　139,418千円

　　　　　②発生原因

子会社株式の追加取得分の取得原価と当該追加取得に伴う少数株主持分の減少額との差額によ

るものであります。

　　　　　③償却方法及び償却期間　10年間にわたる均等償却
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
至 平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
至 平成25年８月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損
失金額(△)

30.43円 △1.81円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)(千円) 456,972 △27,188

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損失金
額(△)(千円)

456,972 △27,188

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,015 15,015

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

(賃貸用不動産の取得)

当社は、平成25年９月２日開催の取締役会決議に基づき、平成25年９月17日付で不動産売買契約を締

結し、平成25年９月30日付で物件の引渡しを受けました。

(１)取得の理由

　当社は不動産事業の強化と安定的な収益の確保に取り組んでおります。その一環として、不動

産収益物件を取得するものであります。

　　(２)取得資産の内容　　

　　　　物件名称　　　　ＡＯＩビル

　　　　所在地　　　　　東京都足立区一ツ家三丁目

　　　　資産の概要　　　土地　　3,084.61平米

　　　　　　　　　　　　建物　　2,905.78平米   地上２階建、屋上駐車場　(賃貸店舗　６店舗)

　　　　取得価額　　　　1,400,000千円

取得価額は、第三者機関による取得資産の鑑定評価等を参考と

しております。

　　(３)取得の時期

　　　　取締役会決議　　平成25年９月２日

　　　　売買契約締結日　平成25年９月17日

　　　　物件引渡日　　　平成25年９月30日

　　(４)支払資金の調達

　取得資金は、自己資金および金融機関からの借入により調達しております。その内容は以下の

とおりであります。

　　　　借入先　　　　　株式会社りそな銀行、株式会社みずほ銀行、株式会社三井住友銀行

　　　　融資形態　　　　証書貸付

　　　　借入金額　　　　900,000千円

　　　　借入日　　　　　平成25年９月30日

　　　　最終返済期日　　平成32年９月30日

　　　　担保状況　　　　当該物件を共同担保 (３行同順位設定)

　　　　資金使途　　　　賃貸用不動産取得資金

　　　　財務制限条項　　なし
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(厚生年金基金の特例解散)

当社グループが加入する「東京都家具厚生年金基金」の平成25年９月10日開催の代議員会において、

特例解散の方針が決議されました。

　　(１)特例解散の理由

　　同基金は、年金受給者の増加により掛金収入と年金給付費が逆転して基金財政は悪化し、基

金運営が困難な状況となったことを理由として、平成25年９月10日開催の代議員会で解散の方

針を決議いたしました。

　　同基金は、一時的あるいは多額の資金の負担が必要な通常の解散ではなく、解散後に代行部

分積立不足額を国へ分割納付する特例を用いて解散する方法(特例解散)の方針を決議したもの

であります。

　　なお、同基金の解散には、厚生労働省の許可等が必要であり、実際の解散は来年度以降とな

る見込みであります。

　　(２)解散に伴う費用の発生と業績に与える影響

　　同基金の解散に伴い費用の発生が見込まれますが、解散に伴う費用の金額と業績に与える影

響につきましては、現時点においては不確定要素が多く、合理的な見積り金額は算定できませ

ん。見積り金額が判明した時点で、会計処理を行う予定です。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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仰星監査法人

代表社員
業務執行社員

　公認会計士   福　　田　　日　　武   印

業務執行社員 　公認会計士   宮　　島　　　　　章   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成25年10月11日

インターライフホールディングス株式会社

取締役会 御中

　

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイ
ンターライフホールディングス株式会社の平成25年３月１日から平成26年２月28日までの連結会計年度の第
２四半期連結会計期間（平成25年６月１日から平成25年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成
25年３月１日から平成25年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、
四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記につい
て四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、インターライフホールディングス株式会社
及び連結子会社の平成25年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の
経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお
いて認められなかった。

　

強調事項

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成25年９月２日開催の取締役会決議に基づき、

平成25年９月17日付で不動産売買契約を締結し、平成25年９月30日付で物件の引渡しを受けた。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社グループが加入する「東京都家具厚生年金基金」の平

成25年９月10日開催の代議員会において、特例解散の方針が決議された。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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